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１ 社会資本整備の課題

③ 人口減少社会・少子高齢社会に対応するための社会資本

まちなか居住や医療・福祉、
公共サービスなど、機能を集約
化した中心市街地の活性化な
どにより、都市再生を推進する
とともに、公共空間のバリアフ
リー化等を推進。

都市内や地域間の円滑な移
動のための道路ネットワークな
どの整備。

市町村合併も踏まえ、地域の
自立に向けた戦略に基づく、ま
ちづくりや地域再生を支援。

人口減少地域における防災･
国土管理も課題。

② 国際競争力の強化、生産性向上のための成長基盤

東アジア地域との連続的な
最適物流（サプライ・チェー
ン・マネジメント）の形成に向
けた、国際拠点港湾・ 空港
の機能強化、道路・鉄道等の
国内陸海空ネットワークが連
携した総合的・一体的・戦略
的な物流施策等、国際交流
機能の強化を推進。

都市内、都市間の円滑な移
動の確保を推進。

安全で就業･研究開発･教育
等の環境が優れた魅力ある
都市づくり。

大都市環状道路や民間都市
開発促進など、都市再生を推
進。

①安全社会の確立に向けた社会資本

守るべき対象を明確にし、優
先的な施設整備などにより、
安全性を早期に発現。

浸水想定区域の公表などと
組み合わせ、避難対策を含
めた総合的な減災対策を推
進。

地震による人的被害、経済
中枢機能への障害を軽減す
るため、被害想定に基づき、
緊急輸送道路・鉄道・港湾や
住宅等の耐震化、密集市街
地整備、津波対策などを推
進。

我が国と東アジアとの相互
依存関係の急速な進展（電子

部品の交易額は５．７倍（’９０→’０３））、
国際的なジャストインタイム
の要請の高まり。

我が国のグローバル化への
対応は大きく遅れており、我
が国の経済が衰退する恐れ。

東アジア地域を「準国内」と
捉えた経済活動を営めるよう
な国際交流基盤の形成が喫
緊の課題。

ブロック中心都市等において、東アジアや欧米諸国との国際的な都市間競争に伍
していくことができるよう、経済活性化や生産性の向上を目指して、国内外から有
能な人材を引きつけ、効率的なビジネスが実現できるような環境の整備が急務。

  

○東アジアとの相互依存関係の深化
（我が国と東アジア主要国との電子部品交易額の推移）

総務省「日本の統計」より作成

商店街などの中心市街地の空洞化を克服し、身近な地域で、高齢者等が歩いて
暮らせるまちづくりを推進することは、喫緊の課題。

経済の国際化や産業構造の転換により、地域経済の格差は拡大。厳しい財政状
況を踏まえ、市町村合併など、地方分権の受け皿となる地域の再編は必至。

［総人口 ： ０．９２倍 １．２６億人(2005) → １．１７億人(2030) ］
［高齢者人口 ： １．３６倍 ２，５３９万人(2005) → ３，４７７万人(2030) ］

(シャッター通り) （空き地になった商店街の角地）

我が国は災害に脆弱な国土

であり、自然災害の被害額も
諸外国に比べ、非常に多い。

気候変動の増大により、台

風や集中豪雨による災害が
頻発。河川・下水道・海岸の
施設能力を超過する災害も
多く、安全基盤の確立が急務。

首都直下地震などが発生す

ると、経済・社会機能に壊滅
的な被害を与える恐れ。

〔最大死者１３，０００人、経済
被害１１２兆円が見込まれる〕
リスク軽減が喫緊の課題。

※日本の国土面積は、世界の０．２５％

○自然災害被害額の国際比較 (1970-2004 構成比)

その他アメリカ ： 7%

ドイツ ： 2%
（36万ｍ2）

フランス ： 2%
（55万ｍ2）

イギリス ： 1%
（24万ｍ2 ）

アメリカ合衆国 ： 22%
（963万ｍ2)

その他アジア ： 31%

日本 ： 15%
（38万ｍ２）オセアニア ： 2%

その他ヨーロッパ

アフリカ ： 2%

ルーベン・カトリック大学災害症害研究センター
（ＣＲＥＤ）資料より作成
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公共事業の重点化

・諮問会議の｢基本方針｣に従って｢重点４分野｣に予算を重点化
〔重点４分野が全体に占めるシェア (H14) 71％ → (H17) 78％〕

各事業分野ごとにも、事業目的等に照らしてきめ細かく重点化し、
メリハリのある予算に。

〔H17/H13の予算の伸率（当初予算）〕

・事業実施箇所数の絞り込みによって重点化等を行い、効果を早期
に発現 〔H8の箇所数を1としたときのH17の指数〕

・評価結果を政策へ反映させるPDCAサイクルの徹底
〔道路行政マネジメントの事例〕

達成度報告書で得られた評価と知見を施策や予算へ反映
例）交通事故重点対策事業を創設し、対前年度１．３４倍の予算を計上

・自己評価に加え、第三者の知見も活用するなど事業評価を徹底
〔事業再評価の結果(H10-16)〕

13,046事業を再評価し、333事業を中止(総事業費約６兆円)

・堤防の質的強化、雨水貯留浸透施設の整備などハードの水害･土砂・津波・高潮災害対策とあわせ、円滑な避難行動等に
有用なハザードマップの作成、土地利用の規制、誘導などソフト施策もセットで総合的に減災対策を実施

・民間投資を誘導するための基盤整備への助成、民間投資への金融支援、土地利用規制などを総合的に組み合わせて中心
市街地の活性化や都市機能を集約化したまちづくり（コンパクトシティ）を推進

・スーパー中枢港湾の重点的整備と近隣港湾間の相互連携、大都市圏拠点空港の整備と運用の24時間化など基盤整備とソ
フト施策を戦略的に組み合わせて国際物流施策を推進

・有料道路における多様で弾力的な料金施策やETC普及促進等、既存施設の有効活用による渋滞・沿道環境対策を推進

小泉総理のリーダーシップの下、経済財政諮問会議での議論を踏まえ、50年ぶりの改革を実施。

平成15年10月に、9本の事業別の社会資本整備に関する計画を一本化し、「社会資本整備重点計画」を策定。
・計画内容を『事業費』から、『達成される成果』に転換。〔4つの分類に沿って、15の重点目標と35の指標を設定〕
・社会資本整備の改革方針も明確化。今後も継続的な改革を推進。

・国庫補助負担金を広域的・ 根幹的
な事業に重点化し、小規模事業等
への補助を廃止・縮減

・まちづくり交付金の創設など、地方
の自主性・裁量性を高める改革を
実現

効率的・効果的な事業の実施

・地域特性に応じた基準見直し(ローカルルールの
導入)
待避所の設置、見通しの確保など「1.5車線的

道路整備」の導入

〔例〕京都府道丹波三和線
(  )内は２車線整備の場合との比較
工期５年(10年短縮) 事業費８億円(12億円節減)

・維持・管理を含めた全体でのコスト縮減

予防的修繕により施設を延命化し、トータルコスト
の縮減を図る。

・ＰＦＩの推進

民間ノウハウによる質の高い公共サービスの
提供、建設から管理運営まで事業期間全体を
通じたコスト削減等を目指す。

〔事業件数〕 目標：H18年度末までに51件
〈H14の3倍増：国土交通省関係〉

〔主な取組事例〕
羽田空港国際線地区の整備･運営
中央合同庁舎7号館整備等事業 など

健全度

経年

補修補修

補修

補修

延命化

２ 公共事業改革 － 限られた予算の効率的活用のための改革

公共事業の重点化 効率的・効果的な事業の実施

国庫補助負担金の改革

ハード・ソフトの総合対策
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→ETC利用率が40％を突破

累計677万台
（Ｈ１７．５．１０現在）

→ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝｳｨｰｸ期間中の渋滞は、4分の1に減少

29％

45％

30km/h
7km/h

〔ETC利用の推移〕 〔ETC普及に伴う渋滞緩和効果〕

（前年同期比）

利用率41.2％
（Ｈ１７．５．６～１２平均）

②

H17年度国土交通省

一般公共事業予算の
対Ｈ１３年度比＜０．８０＞

※は、重点課題に効果的・効率的に対応するために、平成１６年度に創設されたもので、

数値はH17/H16の伸率である。



公共事業関係費

国債費

地方交付税交付金等

社会保障関係費

文教・科学技術振興費

4.9

2.2
2.1

16.7

4.8

7.7

9.2

一般会計（当初）に占める
公共事業関係費の割合

（右目盛）

（
補
正
）
（当
初
）

当初予算は
４年連続削減

公共投資基本計画
（当初：平成３～１２年度、４３０兆円）

公共事業関係費の推移

３ 今後の公共投資の水準

①・『改革と展望』に従い削減〔平成10年度（補正後）から半減〕。

・平成17年度は7.5兆円で追加以前の水準にほぼ到達。

〔平成３年度の水準はすでに下回り、平成２年度と比較しても差は２０００億円程度〕

・他の経費と比べても一段と厳しい重点化。

・一般会計に占める割合も昭和３０年度以降、最低の状況〔平成17年度：9.2％〕。

②公共事業削減の影響

・防災・国際競争力・地域再生などの緊急課題への対応に著しい影響を及ぼす。
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福岡市役所

福岡県庁

博多駅前

博多駅

甚大な被害の再発を防ぐために実施している緊急的な
災害対策に著しい影響。

•事業費が1割削減されると、福岡県御笠川の災害対策が完
了しないなど、全国で約２．２兆円程度、再発などによる被
害が解消されない。

•併せて、人命被害等の発生する可能性。

【福岡県：御笠川】〔H15.7：被害額2,900億円、浸水家屋3,877戸〕

羽田空港新滑走路の供用開始が遅れた場合、地域の経

済社会をはじめ、我が国の経済社会に深刻な影響

• 国内航空ネットワーク強化の遅延。

• 国際定期便、深夜貨物便の就航を念頭においた企業活動等に
大きな影響。

• 羽田空港新滑走路の供

用開始・国際化が遅れる

と、空港関連産業の売り

上げ増加や交通アクセス

の消費増加による生産

額増加等の直接効果に

波及効果も含めた場合、

年間約１．８兆円の経済

的損失。

東アジア地域との「準国内」物流を支える港湾の整備が
遅れると、企業立地・生産計画・価格競争力等に多大な
影響を生じ、我が国の国際競争力に深刻な影響。

• 整備中のスーパー中枢
港湾、多目的国際ターミ
ナル、東京湾口航路等の
供用開始が遅れると、輸
送コスト削減等の直接効
果の発現が遅れることに
より、年間約８００億円の
経済的損失。

• 港湾整備事業が約１割削
減された場合、約１．０兆
円の経済的損失。

渋滞による損失額（１年間）

全 国 約12.0 兆円

東京都 約 1.2兆円

愛知県 約 0.85兆円

大阪府 約 0.85兆円

埼玉県 約 0.6兆円

神奈川県 約 0.53兆円

首都圏の環状道路
（整備率24％）

三大都市圏環状道路や開かずの踏切の解消等の事業
の中断や遅延により、我が国の経済社会に深刻な影響

• 効率的な国際物流が阻害されることによる国際競争力の低
下、都心部渋滞の継続、環境負荷軽減の遅延など、経済社
会に大きなダメージ。

• 例えば圏央道〔青梅～八王子ＪＣＴ、時間短縮効果は年間約
３３８億円〕の中断や大幅な遅延を招く恐れ。

• 全国で約１２兆円にも及ぶ渋滞損失の改善に遅れ。

• 災害時の緊急輸送道路の整備などにも影響が生ずる。

首都圏の渋滞の状況

←←御笠川

浸水区域

7.3
7.5

14.9

③
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③維持補修・更新投資

・社会資本は着実に整備されてき

たが、今後、維持補修・更新投資

が増加。これらに対応するため、

予備的修繕による延命化等によ

りトータルコストの縮減を図る。

厳しい財政状況を踏まえ、引き続き重点化を図りつつ、安定的な投資水準を確保し、必要な社会資本を整備することが必要。
今後は、公共事業予算の削減を行う状況では無くなっている。

④・一般政府固定資本形成（Ig/GDP）も、主要先進国とほぼ同レベルの水準。

・脆弱な国土と厳しい自然条件を抱える我が国は、社会資本整備に困難が伴う。
特に、防災関係投資が不可欠な特殊性。防災関係投資はIgを押し上げ。
〔テムズ川、セーヌ川などの河川整備などはほぼ完成〕

・社会資本整備が先行したイギリスなどは、新規投資のほかに、約８割程度の維持・補修費を支出。
〔イギリスのIgは、新規投資を中心に構成。維持・補修費を加えると２％を超えると推測。〕

・中国をはじめ東アジア各国は、旺盛に社会資本整備を実施
〔1983年以降の高速道路整備〕 日本+3,928km(2004), 中国+34,200km(2004)

○一般政府固定資本形成の対ＧＤＰ比　（Ig/ＧＤＰ）
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平成１５～１７年 推計値
・諸外国（H15～16）：EU経済金融常任理事会発行資料より
・日本(H15～17)：内閣府資料及び政府経済見通しより推計

平成２～１４年 実績 （OECD資料）
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※防災関係投資は投資量で試算。

防災関係投資

3.6

○日本の防災関係投資と
各国Igの比較（H16）

［出典］
Construction Statistics Annual 2002
（英国貿易産業省）

○イギリスの公的機関完
成工事高における新規
建設・維持補修（H14)オランダ

（高潮計画）

イギリス
（テムズ川）

アメリカ
（ミシシッピー川）

フランス
（セーヌ川）

日 本
氾濫防御率58％(2002年)

１回/30～40年（大河川・当面の目標）

完成（1985年）

完成（1983年）

整備率79％（1992年）

完成（1988年） １回/１００年

○1983年以降の高速道路整備延長○河川整備率

（注１）
日本 ：年度末のデータ
中国、仏、米、独：年末 のデータ

(注２)
日本は高速自動車国道の延長

（出典）
仏、米：ＩＲＦ
独：ＩＲＦ、Verker in Zahlen 2004/2005
中国：中国交通部HP、中国交通年鑑、国土交通資料
日本：国土交通省資料

中国
+34,200km

日本
+3,928km

１回/５００年

１回/１０００年

１回/１００００年

新規等の
８割の規模

④

（新規等）

（維持修繕）

完成工事高
/GDP

Ig/GDP

○維持補修・更新投資の見通し（２００２年度以降総投資額対前年比△３％の場合）

２００２年度以降
対前年比△３％

注）平成１４年度国土交通白書のデータに基づき推計


